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月別に拡張した「日本版死亡データベース」による
死亡率の期待値と実績値の乖離分析
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I.はじめに

本研究は，新型コロナ感染症が2020年以降の死亡状況に与えた影響を評価する観点から，

2019年までの死亡動向に基づく期待値をモデル値として推計し，これと実績値の乖離を年

次別・月別に観察することで，2023年までの全死因および死因別の死亡動向を分析するこ

とを目的とする．

新型コロナウイルス感染症の拡大は日本でも死亡数の増加を招き，死亡への影響評価の

重要性が増しているが，その影響を表すものとして，一般に「超過死亡」指標，すなわち

過去のデータをもとに統計モデルから予測される期待死亡数と実際に観測された実績死亡

数の差が用いられる (国立健康危機管理研究機構 2025)．しかし，これは総死亡数での評

価であって，年齢構造が考慮されていない．日本では極めて急速な高齢化が起きているこ
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本研究は，新型コロナ感染症が2020年以降の死亡状況に与えた影響を評価する観点から，2019年

までの死亡動向に基づく期待値をモデル値として推計し，これと実績値の乖離を年次別・月別に観

察することで，2023年までの全死因および死因別の死亡動向を分析することを目的とする．

本研究では，年次別・月次別の平均寿命及び死亡数の実績値と期待値を比較分析するという手法

を用い，これまで必ずしも十分に人口学的な評価が行われていなかった，新型コロナ感染症が死亡

動向に及ぼす詳細な影響評価を提示した．特に，月次別の要因分解などを通じて，新型コロナ感染

症の新規感染者が増加した第7波，第8波，第9波のそれぞれの時期における死亡動向への影響の

違いを明らかにするとともに，総死亡数だけの観察によれば第8波の影響が第7，9波より大きい

のに対して，死亡のタイミングを測定する平均寿命での観察によると第7，9波の方がより深刻な

影響を与えていることなどが示され，一般的に用いられている「超過死亡」などの総死亡数の観察

からは得られない，年齢構造を人口学的に適切に考慮することによって初めて観察が可能となる死

亡動向の特性が明らかとなった．

キーワード:新型コロナ感染症,死亡分析,死因,生命表,超過死亡
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とから，人口の年齢構造の変化が死亡動向に与える影響が大きいことに加え，人口学的に

は，死亡のタイミングを測定する平均寿命のような指標による評価も重要である．しかし

ながら，一般に，人口学で平均寿命の算出に用いられる生命表は暦年単位で作成されるた

め，時々刻々変化する新型コロナウイルス感染症の評価には十分でない面があった．

そこで，本研究では，日本版死亡データーベース (JMD)に基づく年次別生命表とこれ

を月次別に拡張した生命表を用い，2019年までの年次別・月次別死亡率をLee-Carterモ

デルによってモデリングし，新型コロナ感染症発生以前の死亡動向に基づく生命表の期待

値を推計する．そして，この生命表に基づく平均寿命・死亡数の期待値を用いて，実績の

平均寿命との乖離については，Arriaga(1984)の方法に基づく年齢階級別死亡率の寄与

年数への要因分解を行うとともに，死亡数についても年齢階級別の期待値と実績値の乖離

を評価し，月別死亡状況にどのような年齢層の死亡率が影響を及ぼしているかを評価する．

さらに，実績値と期待値の乖離に関する死因の影響を評価するため，死因別死亡率に対し

ても，同様にLee-Carterモデルを用いた分析を行う．このような分析を通じて，これま

で必ずしも十分に人口学的な評価が行われていなかった，新型コロナ感染症が死亡動向に

及ぼす詳細な影響評価を提示する．特に，一般的に用いられている超過死亡などにおける

死亡数だけの観察からは得られない，死亡のタイミングを測定する平均寿命など，年齢構

造の考慮によって観察が可能となる死亡動向の特性を示すとともに，月次別の平均寿命の

要因分解などを通じて，新型コロナ感染症の新規感染者が増加した第7波，第8波，第9

波のそれぞれの時期における死亡動向への影響の違いを明らかにすることが本研究の目的

である．

II.先行研究と本研究の位置付け

日本版死亡データベース (JapaneseMortalityDatabase,JMD)は，国際的な死亡デー

タベースHumanMortalityDatabase(HMD)と整合性をもち，わが国の生命表を死亡研

究に最適化して総合的に再編成したデータベースであり，現在，国立社会保障・人口問題

研究所「超長寿社会における人口・経済・社会のモデリングと総合分析」（令和2年度～）

の一環として，構築・提供が行われている．

HMDでは，新型コロナ感染症の拡大をきっかけとして，週単位の国際比較可能な死亡

データを収集して提供する，Short-TermMortalityFluctuations(STMF@HMD)とい

うデータベースの開発を始めたが，この中では生命表は作成されていない．また，現在ま

で，HMDによる月単位での生命表の作成も行われていない．一方，JMDについては，

菅他 (2022)，Sugaetal.(2022)において，既存のJMDを月別に拡張する研究を行い，

全国の月別平均寿命及び特定死因を除去した平均寿命の延び，全国及び特定の都道府県に

対する死因分析などを提示した．ただし，この研究では，高齢部分の1月1日現在人口推

計についてはJMDの方法論をそのまま適用したものの，若年部分は簡易的な方法を採る

とともに，出生月分布は考慮していなかった．

―222―



本研究は，若年部分も含め，JMDの方法論を完全な形で適用するとともに，国勢調査

の出生月統計と人口動態統計の月別出生数を用いることにより，出生月分布を考慮した

JMDの完全な拡張である月別生命表を作成して分析に用いることが従来の研究にはない

特徴となっている．

一方，石井 (2022)は，Islametal.(2021)と同様，Lee-Carterモデルを用いた期待値

によるトレンドと実績値を比較する手法を用い，新型コロナ感染症拡大以降におけるわが

国の死亡動向の特徴を年齢調整死亡率と生命表による指標を用いて分析した．これによれ

ば，2020年の年齢調整死亡率実績値はトレンドよりもやや死亡水準が低く，2021年はやや

高い傾向を示す一方，平均寿命の動向は年齢調整死亡率と若干異なり，特に男性の2021年

の死亡水準が近年のトレンドをやや下回ることなどが示されている．ただし，石井 (2022)

では2021年までのデータに基づく年次別の分析のみが提示されており，月次別の分析は行

われていない．

本研究は，石井 (2022)の方法論を発展させ，年次別だけでなく月次別の分析を行うと

ともに，死因別についても期待値と実績値の乖離分析を行うところが先行研究にはない新

たな貢献である．

III.データと方法

1. データ

本節では，研究に用いるデータと方法について述べる．まず，基礎データとしては，国

立社会保障・人口問題研究所の「日本版死亡データベース」による年次別・男女別・年齢

各歳別生命表に加え，これと同様の方法を用いて作成した月次別の男女別・年齢各歳別の

生命表を用いる (「日本版死亡データベース」の作成方法については，石井他 (2024)，ま

たは石井 (2015)参照)．

これらに対して，生命表期待値を推計するためのモデリングの対象として，新型コロナ

感染症拡大前の2000年(1月)～2019年(12月)の生命表を用いる．また，死因分析にあたって

は，死因簡単分類に基づいて設定した以下の14項目からなる死因分類を用いる．すなわち，

01:感染症及び寄生虫症 (01000)，02:悪性新生物 (02100)，03:精神及び行動の障害,

神経系の疾患 (以下，「精神・神経系」と略す)(05000,06000)，04:心疾患 (09200)，05:脳

血管疾患 (09300)，06:肺炎 (10200)，07:新型コロナ感染症 (22201)１），08:その他の呼吸

器系疾患 (10100,10300,10400,10500,10600)，09:消化器系の疾患 (11000)，10:腎不全

(14200)，11:老衰 (18100)，12:不慮の事故 (20100)，13:自殺 (20200)，14:その他

である．
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1）死因簡単分類において，2022年までの統計で新型コロナウイルス感染症のみを含んでいた「22200:その他

の特殊目的用コード」は，2023年の統計から，「22201:新型コロナウイルス感染症」(U07.1,U07.2,U10.9)，

「22202:新型コロナウイルス感染症ワクチン」(U12)，「22203:その他の特殊目的用コード」に細分化されてお

り，本研究では「22201:新型コロナウイルス感染症」を新型コロナ感染症として扱っている．なお，2023年

において「22202:新型コロナウイルス感染症ワクチン」による死亡数は34件で，この死因を除去した生命表

を用いて評価しても，2023年の平均寿命にはほとんど影響を及ぼさない．



2. 方法

本研究における期待値と実績値の乖離分析は，年次別・月次別に行われるが，それぞれ

まず全死因死亡率の推計を行い，その後死因別死亡率の推計を行っている．両者は概ね同

様の方法に基づくが，細かくは違いが存在する．そこで，まず全死因の評価方法について

述べ，その後，死因別での相違点を述べる．

2.1 全死因死亡率による評価

死亡率の期待値を得るためには，死亡率のモデリングが必要となる．全死因の死亡率に

ついては，男女別に，新型コロナ感染症拡大前の2000年 (1月)～2019年 (12月)の年齢

・x・別，年次または月次・t・別の死亡率・mx,t1 ・に Lee-Carterモデル (LeeandCarter

1992)を当てはめることによりモデリングを行う．Lee-Carterモデルは以下で表される

モデルである．

log・mx,t1 ・・ax・bxkt・・x,t

ここで，

log・mx,t1 ・:対数死亡率

ax :対数死亡率の標準的な年齢パターン

kt :死亡水準（死亡指数）

bx :ktが変化する時の年齢別死亡率の変化

・x,t :平均0の残差項

ここで，axは，2017～2019年 (月次では2017年1月～2019年12月)の年齢別対数死亡率

の平均値とする．また，bxは推計されたパラメータを固定して用いる．

全死因の分析では，パラメータ推計にあたって，Wilmoth(1993)に基づき，年次別・

年齢別死亡数をウエイトとして用い，LeeandCarter(1992)で行われているのと同様，

各年の総死亡数と一致するようにktを再推計するキャリブレーションを行っている．

次に，推定された2000～2019年の年次別・月次別ktに対し，・を東日本大震災の影響

を表す2011年 (3月)のみ1をとるダミー変数Atの係数として，

kt・・At・Xt

によりモデリングを行う．ここで，Xtは，年次別ではARIMA・p,d,q・モデル，月次別

ではARIMA・p,d,q・・P,D,Q・mモデルに従う変数であり，月次別の場合を示すと以下の

通りである．

・・B・・・B・・1・B・
d
・1・B

m
・
D・Xt・・

t
・d・D・

・d・D・!・・・・B・・・B・・t
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ただし，

・・z・・1・・1z・・・・・pz
p
, ・・z・・1・・1z・・・・・Pz

P

・・z・・1・・1z・・・・・qz
q
, ・・z・・1・・1z・・・・・Qz

Q

なお，モデリングには，Rのforecastパッケージのauto.arima関数を用いて，AICに

よるモデル選択を行った．

このモデルを用いて，2020年 (1月)～2023年 (12月)の年次別・月次別ktの予測値を推

計し，予測値に基づく生命表を推計して期待値とした．なお，ktの95％信頼区間を同時

に推計し，この上限・下限の予測値を用いた生命表も推計した．全死因のモデリングの場

合には，Lee-Carterモデルのktが死亡水準を表すと考えることができることから，これ

らを死亡率の95％信頼区間の上限・下限と解釈することが可能である．なお，死因別には

必ずしもktが死亡水準を表すとは限らないため，このような解釈が適切でない場合があ

ることに留意する必要がある．

次に，この方法で推計された2020年 (1月)～2023年 (12月)の生命表期待値を用い，年

次別・月次別の平均寿命と死亡数に関して，石井 (2022)と同様の方法に基づいて期待値

と実績値の比較を行うとともに，実績値の期待値に対する乖離 (実績値－期待値)につい

て，年齢階級別の寄与を評価する．

まず，平均寿命の乖離 (実績値－期待値)については，Arriaga(1984)の方法に基づい

て年齢階級別死亡率の寄与年数を推計する．具体的には以下による．

実績値の生命表関数に(2),期待値の生命表関数に(1)を付して表し，

e
・2・
0 ・e

・1・
0 ・・ ・xn (1)

とする．ここで， ・xn は式(2)で表される，年齢区間・x,x・n・の死亡率が平均寿命の延び

に与える寄与であり，第1項が直接効果，第2項が間接効果を表す．

・xn ・
l
・1・
x

l0 ・ L
・2・
xn

l
・2・
x

・
L

・1・
xn

l
・1・
x ・・ T

・2・
x・n

l0 ・l
・1・
x

l
・2・
x

・
l
・1・
x・n

l
・2・
x・n・ (2)

ただし，最後の開放区間 [ω,∞)については，

・・・ ・
l
・1・
・

l0 ・T
・2・
・

l
・2・
・

・
T

・1・
・

l
・1・
・ ・ (3)

とする．本研究ではn・1として寄与を推計し，これを15歳階級にまとめて表示した．

一方，死亡数については，やや単純化した方法として，2020年以降のリスク対応生存

延べ年数実績値に対して，実績及び期待死亡率を乗じて実績及び期待死亡数を算出し，年

齢階級別に実績死亡数と期待死亡数の乖離を評価する．なお，厳密には，2020年以降の期
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待死亡率に基づくと，リスク対応生存延べ年数が実績とは異なることを考慮する必要があ

るが，本研究では単純化のため上述の方法を採用した．

なお，本研究で用いている「実績値」は，期待値との比較の観点から，高齢部に平滑化

などが行われているJMDベースの死亡率を用い，再びリスク対応生存延べ年数を用いて

死亡数などの再推定を行っていることから，人口動態統計の死亡数やJMDの年齢調整死

亡率などの値とは必ずしも一致しないことに注意が必要である．

2.2 死因別死亡率による評価

死因別死亡率についても全死因と同様，Lee-Carterモデルによるモデリングを行う．

原則として全死因と同様，男女別に，2000年 (1月)～2019年 (12月)の年齢・x・別，年次

または月次・t・別，死因・c・別死亡率・mx,t,c1 ・を対象としてモデリングを行うが，「08:

その他の呼吸器系疾患」については，誤嚥性肺炎の割合が2010年以降顕著に上昇し，2000

年1月以降の全期間を対象としてモデリングを行うと月次別分析において季節パターンが

小さくなる傾向が観察されたことから，年次・月次とも2010年 (1月)以降のみを対象と

している．

また，axについても，全死因と同様，2017～2019年 (月次では2017年1月～2019年12月)

の年齢別対数死亡率の平均値とするが，「10:腎不全」や「11:老衰」など，axの対象期

間における死亡数が0のため対数死亡率が算出できない年齢がある場合については，当該

年齢はモデリングの対象から外し，全期間で死亡率のモデル値が0であるとした．パラメー

タ推計も全死因と同様，Wilmoth(1993)に基づき，年次別・年齢別死亡数をウエイトと

して用いたが，各年の総死亡数と一致させるようにktを再推計するキャリブレーション

は，後述の通り，死因別期待値の合計を全死因期待値に合うように補正すること，また，

一部の死因で収束しないことから，死因別には行わないこととした．

次に，男女別に推定された 2000～2019年の年次または月次別・死因別ktを，全死因と

同様，

kt・・At・Xt

と し ， Xtに つ い て ， 年 次 別 で は ARIMA・p,d,q・モ デ ル ， 月 次 別 で は

ARIMA・p,d,q・・P,D,Q・mモデルによりモデリングする．また，ダミー変数については

死因別に以下の通りとした．まず，「12:不慮の事故」では，東日本大震災の影響2011年

(3月)のみ1をとるダミー変数を説明変数に加えた．一方，人口動態統計において，ICD-

10の2013年版が2017年に適用されたことによる死因統計への影響として，「原死因を選択

する考え方として、肺炎や誤嚥性肺炎を引き起こすと考えられる病態が追加されたことに

より、肺炎、誤嚥性肺炎の死亡数が減少し、認知症やパーキンソン病、アルツハイマー病

等の神経系の疾患、慢性閉塞性肺疾患、後述する心不全や骨折・損傷の後遺症等による死

亡数が増加している。」(厚生労働省)とされていることから，「03:精神・神経系」「06:
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肺炎 (10200)」「08:その他の呼吸器系疾患」については，このICD改定の影響を考慮す

るため，2017年 (1月)以降1をとるダミー変数を説明変数に加えた．

このモデルを用いて，2020年 (1月)～2023年 (12月)の年次別・死因別ktの予測値を推

計し，これに基づく死亡率を推計して死亡率粗期待値とし，さらに，死因別粗期待値の合

計値が年齢別に全死因死亡率期待値に合うように補正を行って死亡率期待値とした．ここ

で，「08:その他の呼吸器系疾患」については2010年以降のみしかモデリングが行われて

いないことから，死因別の期待値は全ての死因に対して2010年以降のみの推計となる．

さらに，Arriaga(1984)の年齢別寄与分解結果を用いて，死因別の寄与を評価した．

具体的には，式(1)～式(3)による要因分解結果に対して， ・
j
xn :年齢区間・x,x・n・の死因j

の死亡率が平均寿命の延びに与える寄与を，

・
j
xn ・ ・xn

R
j・2・
xn m

・2・
xn ・ R

j・1・
xn m

・1・
xn

m
・2・
xn ・ m

・1・
xn

(4)

とするものである．ただし， m
・i・
xn は年齢区間 ・x,x・n・の人口 iの死亡率であり，

R
j・i・
xn ・

D
j・i・
xn

D
・i・
xn

， D
・i・
xn は，人口iにおける年齢階級・x,x・n・の死亡数， D

j・i・
xn は，そのう

ち死因jの死亡数である．なお，本研究ではn・1として寄与を推計し，年齢別寄与を合

計して死因別の寄与とした．

また，死亡数については，全死因と同じ方法により評価を行う．

IV.結果と考察

本節では前述の方法に基づいて得られた結果と考察について述べる２）．最初に年次別の

分析結果，次いで月次別の分析結果について述べる．

1. 年次別分析結果

1.1 全死因の分析結果

年次別の全死因のktのモデルについては，AICに基づき，男女ともARIMA・4,1,0・

w/driftが選択された．このktの予測値に基づいて将来の生命表の期待値を推計し，そ

こで得られた平均寿命の期待値 (E)とその95％ 上下限，実績値 (A)を表1に示した．

これによれば，平均寿命の期待値は，2020年については女性で0.14年実績値を上回り，男

性でほぼ実績値と同じであるのに対して，2021年以降では実績値を下回っており，2023年

では実績値から期待値を引いた乖離は，女性では・0.88年，男性では・1.04年となっている．

特に，女性では2022年以降，男性では2021年以降で，実績値は期待値の95％信頼区間の下

限を下回っていることが観察される．

さらに，表1には，この乖離に対する年齢階級別死亡率の寄与年数も示している．これ

―227―

2）本研究では，紙幅の関係から，死因別や月次別のモデル推計結果や分析結果等について，本文に収載できな

かったものを，別途，補遺としてまとめ，HPに掲載しているので適宜参照されたい．



によれば，男女とも2020年は0～14歳と75歳以上の死亡率が期待値を上回ることに寄与し

ている一方，15～74歳は下回ることに寄与している．2021年でも90歳以上はプラスの寄与

年数である一方，90歳未満ではマイナスかほぼ0の寄与年数に変わり，2022年以降では全

ての年齢階級でマイナスかほぼ0の寄与年数となっている．2023年では男女とも75～89歳

の寄与年数の絶対値が最も大きく，女性では・0.36年と全体の41％，男性では・0.40年と全

体の38％を占めている．また，2022年と2023年を比較すると，75歳以上を合わせた寄与年

数がほぼ同じであるのに対して，75歳未満の寄与年数の絶対値が増加することによって，

全体のマイナスの乖離幅が大きくなっていることがわかる．

次に死亡数を観察する．表2には，男女計の死亡数の実績値 (A)と期待値 (E)が示さ

れている．2020年の実績死亡数は137.4万人で，これは期待値140.8万人よりも3.4万人低い

ものとなっている．一方，2022年以降実績死亡数は大きく増加し，2023年には157.7万人

と期待値の144.7万人を13.0万人上回っている．

さらに，表2には，死亡数の実績値と期待値の年齢階級別乖離も示している．これによ

れば，2023年の実績値と期待値の乖離13.0万人のうち，半数以上に当たる7.2万人は75～89

歳によるものである．また，2022年の乖離は12.8万人であり，2023年と概ね変わらないが，

その年齢階級別内訳を見ると，90以上が減少する一方で，90歳未満のすべての年齢階級で

増加している．また，平均寿命の寄与年数と異なり，死亡数の乖離では 30歳未満の乖離

が全体に占める割合がより小さい．このように，30歳未満の影響は，死亡数で見ると小さ

いもののように見えるが，平均寿命で見た通りその影響は必ずしも小さいものではない．
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表１ 平均寿命の実績値と期待値，乖離(実績値－期待値)への年齢階級別死亡率の寄与年数(年次別)

出所:筆者作成

表２ 死亡数の実績値と期待値，年齢階級別乖離(実績値－期待値)(年次別)

出所:筆者作成



1.2 死因別の分析結果

次に，年次別の死因分析結果について述べる３）．平均寿命の乖離 (実績値－期待値)へ

の死因別死亡率の寄与年数を図1，図2，表3に示した．2020年の乖離は女性で0.14年，
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3）年次別・死因別のktのモデルパラメータは，補遺-表9～22に掲載している．また，これに基づく年齢調整

死亡率を，補遺-図1～15に示した．

図２ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への死因別死亡率の寄与年数(男性・年次別)

図１ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への死因別死亡率の寄与年数(女性・年次別)



男性で0.00年であるのに対し，2021年は女性で・0.19年，男性で・0.34年とマイナスに転じ

ているが，これを死因別に見ると，「07:新型コロナ感染症」の寄与年数が女性で・0.02年

から・0.09年に，男性で・0.03年から・0.14年と大きく減少していることに加えて，「04:心

疾患」(女性:0.04年から・0.02年，男性:・0.03年から・0.07年)，「02:悪性新生物」(女性:

0.00年から・0.04年，男性:・0.01年から・0.05年)などの寄与も減少しており，これらが年

齢階級別寄与年数のところで観察した75～89歳の寄与年数の減少につながったと考えられ

る．2020年は日本で初めて緊急事態宣言が出されるなど，強い行動制限が行われていた時

期であり，新型コロナ感染症の新規陽性者数がまだ低いレベルにあったのに対し，2021年

は新規陽性者数が増加し，新型コロナ感染症を含む高齢死亡率の悪化につながったことが

この背景にあるものと推察される．

一方，2023年を見ると，女性については，平均寿命の乖離・0.88年に最も寄与年数が大

きいのは「07:新型コロナ感染症」の・0.17年で，「14:その他」を除くと，「04:心疾患」

(・0.114年)，「02:悪性新生物」(・0.110年)，「13:自殺」(・0.104年)，「11:老衰」(・0.103年)

が続いている．また，2022年と比べると，「「07:新型コロナ感染症」の絶対値が低下した

一方で，「08:その他の呼吸器系疾患」が上昇している．男性については，2023年の平均

寿命の乖離・1.04年に最も大きく寄与しているのは「07:新型コロナ感染症」の・0.20年で，

「14:その他」を除くと，「04:心疾患」(・0.19年)，「13:自殺」(・0.10年)，「05:脳血管疾

患」(・0.085年)，「08:その他の呼吸器系疾患」(・0.080年)が続いている．また，2022年と

比べると，女性と同様，「07:新型コロナ感染症」の絶対値が低下した一方で，「08:その

他の呼吸器系疾患」が上昇していることがわかる．

また，死亡数の実績値と期待値の乖離を，死因別に示したものが図3と表4である．こ

れによれば，2023年の死亡数に関する実績値と期待値の乖離13.0万人のうち，「07:新型

コロナ感染症」は3.8万人で全体の3割程度を占めている．これに次いで「04:心疾患」

が 2.2万人，「11:老衰」の2.0万人となっている．平均寿命の寄与年数と異なり，死亡数

の乖離では「13:自殺」が全体に占める割合がより小さいものとなっており，ここでも死

亡数と平均寿命に対する影響の違いが見て取れる．
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表３ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への死因別死亡率の寄与年数(年次別)

出所:筆者作成,01～14は死因分類番号を示す．



2. 月次別分析結果

2.1 全死因の分析結果

次に月次別の分析結果について述べる．全死因の月次別ktのモデルについては，AIC

に基づき，男女ともARIMA・1,0,0・・0,1,1・12w/driftが選択された．このktの予測値に

基づいて将来の生命表の期待値を推計し，そこで得られた平均寿命を実績値と合わせて示

したものが図4である４）．年次別の平均寿命では，2020年の乖離は女性では0.14年とプラ

スで実績値が期待値を上回っていたが，月次別に見ると年の前半では実績値が期待値を上

回っているのに対し，後半では下回る月もあり，男性では8月に95％下限をも下回ってい

る．2021年では第5波の影響から，年の後半で実績値が期待値を大幅に下回っており，女

性では8月，9月，男性では5～9月で実績値が95％下限を下回っている．2022年では1
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図３ 死亡数の実績値と期待値の死因別乖離(男女計・年次別)

表４ 死亡数の実績値と期待値の死因別乖離(男女計・年次別)

出所:筆者作成,01～14は死因分類番号を示す．

4）具体的な数値については，補遺-表１に示している．



月を除いて全ての月で実績値は期待値を下回り，さらに女性では5月以降の全ての月，男

性では1月と4月を除いた全ての月で95％下限を下回っている．また，2023年では男女と

も全ての月で実績値が期待値を下回っており，女性では2～4月，男性では3月を除く全

ての月で95％下限を下回っている．

図5，図6の折れ線グラフは，月別の平均寿命の乖離 (実績値－期待値)を示してい

る５）．これによれば，マイナスの乖離幅の絶対値が1を超える (乖離が・1を下回る)のは，

女性では2022年8～10月，12月，2023年7～10月，男性では2022年8～9月，12月，2023

年7～10月となっており，それぞれ新規感染者数が多くなった第7,8,9波の時期に対応

している．また，これらの時期の中で，乖離の絶対値が最も大きく影響がピークとなって

いる月は，第7波:2022年8月，第8波:2022年12月，第9波:2023年8月となっている．

そこで，以下では，特にこれらの時期に着目しつつ，第7,8,9波の死亡動向の違いを観

察することとする．

図5，図6の積上げ棒グラフは，乖離への年齢階級別死亡率の寄与年数を示している．

ここで，マイナスの乖離幅の絶対値が1を超える (乖離が・1を下回る)時期を観察する

と，乖離幅の絶対値は第7波，第9波の方が第8波よりも大きい．また，男女とも第8波

に対応する2022年12月では，それ以外の時期と異なり75歳以上の寄与年数の占める割合が

大きくなっており，特に後期高齢者への影響が大きいとの特徴が観察できる．具体的な75

歳以降の割合は，女性では2022年12月に80.3％であるのに対してそれ以外の期間では60％

未満，男性では2022年12月に69.9％であるのに対してそれ以外の期間では概ね50％未満と

なっている．一方，2022年12月では，女性の0～14歳，男性の15～44歳で乖離はプラスと

なっている．
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図４ 平均寿命の実績値と期待値(月次別)

5）具体的な数値については，補遺-表2，表3に示している．



次に死亡数を観察する．図7は，男女計の死亡数の実績値と期待値を示したものであ

る６）．死亡数については，2020年には8月，10月，12月を除いた全ての月で実績値が期待

値を下回っているのに対して，2021年以降は2021年1～3月を除いて，全ての月で実績値

は期待値を上回っている．また，2021年9月，2022年2～3月，7～12月，2023年6月～

12月では95％上限を上回っている．

また，図8の折れ線グラフは，月別の死亡数の乖離 (実績値－期待値)を示している．

これによれば，月別の乖離幅が最も大きいのは第8波の時期に対応する2022年12月の2.55
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図５ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への年齢階級別死亡率の寄与年数(女性・年次別)

図６ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への年齢階級別死亡率の寄与年数(男性・年次別)

6）具体的な数値については，補遺-表4に示している．



万人であり，平均寿命の乖離幅の絶対値が，第8波よりも第7波，第9波の方が大きかっ

たこととは異なる結果となっている．

図8の積上げ棒グラフは，この乖離を年齢階級別に示したものである７）．これによれば，

第8波の時期に対応し，最も乖離幅が大きい2022年12月では90歳以上の乖離が0.99万人と

全体の乖離2.55万人の39％を占めている．その次の月の2023年1月では全体の乖離2.45万人

のうち90歳以上は1.12万人と46％である．年次別の乖離では90歳以上の占める割合が2022

年では23％，2023年では19％と2割前後であること，また，第7波に対応する2022年8月
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図７ 死亡数の実績値と期待値(男女計・月次別)

図８ 死亡数の実績値と期待値の年齢階級別乖離(男女計・月次別)

7）具体的な数値については，補遺-表5に示している．



では全体の乖離に占める90歳以上の割合が27％，第9波に対応する2023年9月では21％で

あることを考えると，第8波における90歳以上割合の乖離が顕著に大きいことがわかる．

2.2 死因別の分析結果

次に，死因別の分析結果を述べる８）．平均寿命の乖離 (実績値－期待値)への死因別死

亡率の寄与年数を示したものが，図9，図10である９）．IV.2.1節で，マイナスの乖離幅の
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8）月次別・死因別のktのモデルパラメータは，補遺-表23～36に掲載している．また，これに基づく年齢調整

死亡率を，補遺-図16～30に示した．

9）具体的な数値については，補遺-表6，表7に示している．

図９ 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への死因別死亡率の寄与年数(女性・年次別)

図10 平均寿命の乖離(実績値－期待値)への死因別死亡率の寄与年数(男性・年次別)



絶対値が1を超え (乖離が・1を下回る)，第7，8，9波にそれぞれ対応する2022年8～10

月，12月，2023年7～10月に着目して観察を行ったのと同様に，死因別にもこれらの時期

の動向に着目して観察を行うこととする．

第7波の時期に対応する2022年8～10月を見ると，男女とも8月は「07:新型コロナ感

染症」の寄与年数の割合が最も大きく，女性では全体の乖離・1.64年のうち・0.52年，男性

では全体の乖離・1.81年のうち・0.62年と概ね3分の1程度を占めている．ただし，「07:新

型コロナ感染症」の寄与年数の絶対値は9～10月にかけて減少し，10月で見ると，女性

の全体の乖離・1.01年のうち・0.12年，男性では全体の乖離・0.90年のうち・0.15年と，全体

に占める割合は1～2割程度となっている．また，2022年8月に「07:新型コロナ感染症」

に次いで寄与年数の絶対値が大きいのは，女性では「02:悪性新生物」・0.27年，「04:心

疾患」・0.19年，男性では「04:心疾患」・0.31年，「02:悪性新生物」・0.14年となっている．

一方，女性では特に「11:老衰」の寄与年数の絶対値が上昇し，8月に・0.17年であったも

のが，10月に・0.20年と全体に占める割合が概ね2割となっている．

一方，第8波の時期に対応する2022年12月でも，男女とも「07:新型コロナ感染症」の

寄与年数の割合が最も大きく，女性では全体の乖離・1.20年のうち・0.45年，男性では全体

の乖離・1.18年のうち・0.47年と概ね4割程度を占め，第7波よりも「07:新型コロナ感染

症」の影響が大きい．「07:新型コロナ感染症」に次いで寄与年数が大きいのは，女性では

「11:老衰」の・0.18年，「04:心疾患」の・0.16年，男性では「04:心疾患」の・0.24年，「05:

脳血管疾患」の・0.13年となっている．

第9波の時期に対応する2023年8月では，第7波，第8波の時期と異なり，男女とも

「07:新型コロナ感染症」の寄与年数の割合は最も大きいものとはなっていない．女性では

全体の乖離・1.44年に対して，寄与年数の絶対値が大きい死因は，「02:悪性新生物」

・0.24年，「07:新型コロナ感染症」・0.23年，「04:心疾患」・0.20年の順となっており，男

性では全体の乖離・1.72年に対して，寄与年数の絶対値が大きい死因は，「04:心疾患」

・0.34年，「07:新型コロナ感染症」・0.29年，「13:自殺」・0.16年の順となっている．一方，

死亡数の実績値と期待値の乖離について，死因別に示したものが図11である10）．第7波の

時期に対応する2022年8月，第8波の時期に対応する2022年12月，第9波の時期に対応す

る2023年8月を見ると，どの月でも乖離に占める割合は大きい順に「07:新型コロナ感染

症」，「04:心疾患」，「11:老衰」の順となっている．ただし，「07:新型コロナ感染症」の

占める割合は2022年8月では43％，2022年12月では38％，2023年8月では24％と低下傾向

で推移しているのに対して，「04:心疾患」の割合が14％，17％，18％と上昇傾向で推移

している．一方，「11:老衰」については，2022年8月，2023年8月で12％であるのに対し

て，2022年12月では15％と高くなっており，年齢階級別で90歳以上割合が高かったことに

対応している．

以上の月次別死亡の観察から，第7波，第8波，第9波において，死亡動向への影響が

異なっていることが理解できる．それぞれのピークの月における乖離としては，平均寿命
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10）具体的な数値については，補遺-表8に示している．



では第7波が最も大きく，ついで第9波，第8波となっており，特に，第8波では後期高

齢者の乖離が他の時期よりも大きい．死因別には，第7波，第8波では「07:新型コロナ

感染症」の寄与年数の絶対値が最も大きく，特に第8波でその影響が大きい．一方，第9

波では最も大きい寄与年数の絶対値は女性では「02:悪性新生物」，男性では「04:心疾患」

と，「07:新型コロナ感染症」の原死因での影響は最も大きいものとはなっていない．これ

に対し，死亡数で見ると，第8波の乖離が第7波，第9波よりも大きく，特に第8波では

90歳以上割合の乖離が顕著に大きい．また，死因別にはどの時期も「07:新型コロナ感染

症」の乖離が最も大きいが，その影響は次第に低下する一方で，「04:心疾患」の乖離が上

昇している．また，第8波では「11:老衰」の乖離が大きいものとなっている．

第7波，第8波，第9波のピークの月における乖離の絶対値について，死亡数では第8

波が最も大きいのに対して，平均寿命では最も小さくなっているのは，死亡数は現在の日

本のような高齢化した年齢構成の下では高齢死亡率の影響を強く受けるのに対し，平均寿

命は死亡のタイミングを測定し，期待される生存期間を表す指標であることから，若くし

て死亡すると期待される生存期間を多く失うことになるため，若年死亡率により敏感に反

応するという違いが背景に存在する．押谷他 (2023)によれば，第8波では高齢者福祉施

設のクラスターの数が増加し，これらの施設には後期高齢者が多く入所していることが死

亡数の増加に影響していた可能性を指摘している．先述の死亡数の乖離分析においても，

第8波では老衰など後期高齢者における死亡率上昇の影響が大きく，これが高齢化してい

る年齢構成と相まって死亡者数の乖離を顕著に増加させた一方で，第7，9波では自殺な

ど若年死亡率の上昇に反応して平均寿命の乖離の絶対値が大きくなったことが両者の違い

につながったと考えられ，一般的に用いられる「超過死亡」などの死亡数の観察だけから

は導かれない，平均寿命を月次別に分析することによって初めて観察できる死亡動向が明

らかとなったといえる．
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図11 死亡数の実績値と期待値の死因別乖離(男女計・月次別)



一方，「07:新型コロナ感染症」の影響が低下した理由の一つとして，死亡診断書におけ

る新型コロナの記載状況の変化が考えられる．別府 (2025)のCOVID-19に関する死亡診

断書の記載分析によれば，2021年まではCOVID-19の記載はI欄アが65％前後を占めたが，

2022年以降はII欄の記載が顕著に増えており，I欄ア～イにCOVID-19が記載されている

場合は9割以上が原死因もCOVID-19になっているが，II欄の場合は3～5割に留まって

いるとしている．そして，この背景として，検査の普及によりCOVID-19の補足精度が高

まったこと，COVID-19ウイルスが持つ致死性が変異等により低下してCOVID-19だけで

死亡しにくくなってきていること，COVID-19による当初の混乱が一段落してCOVID-19

以外の死因を記載できるような環境に変わってきていること等が考えられるとしている．

このように，新型コロナ感染症は複合死因として死亡に関連し続けているものの，原死因

として選択されない例が増加してきており，これが「07:新型コロナ感染症」の影響低下

の一因となったものと考えられる．

おわりに

本研究では，新型コロナ感染症が2020年以降の死亡状況に与えた影響を評価する観点か

ら，2019年までの死亡動向に基づく期待値をモデル値として推計し，これと実績値の乖離

を年次別・月別に観察することで，2023年までの全死因および死因別の死亡動向を分析し

た．

本研究で得られた結果をまとめると以下の通りである．

●年次別の評価からは，2020年以降の実績値がそれまでのトレンドとどのように異な

るかについての概観が明らかとなった．2020年の平均寿命実績値は，女性では0.14

年期待値を上回り，男性ではほぼ期待値と同じであるのに対して，2021年以降では

期待値を下回って推移し，特に女性では2022年以降，男性では2021年以降で，期待

値の95％下限を下回っている．2023年の平均寿命の乖離に対する寄与年数は，男女

とも，年齢別には全体の約4割を占める75～89歳が，死因別には新型コロナ感染症

が最も大きかった．一方，死亡数については，2023年の乖離13.0万人のうち，半数

以上に当たる7.2万人が75～89歳による．死因別には，新型コロナ感染症が3.8万人

と3割程度を占めており，これに次いで心疾患の2.2万人，老衰の2.0万人となって

いる．また，平均寿命の寄与年数と異なり，死亡数では30歳未満や自殺が全体に占

める割合がより小さく，死亡数と平均寿命に対する影響が大きく異なっていること

が明らかとなった．

●月次別の評価からは，特に，第7波，第8波，第9波の死亡動向への影響の違いが

明らかとなった．それぞれ，影響がピークとなる月 (第7波:2022年8月，第8波:

2022年12月，第9波:2023年8月)を見ると，平均寿命の乖離は第7波が最も大き

く，ついで第9波，第8波となっており，特に第8波では後期高齢者の乖離が他の

―238―



時期よりも大きい．死因別には，第7波，第8波では新型コロナ感染症の乖離が最

も大きく，特に第8波で大きい．一方，第9波では，最も大きい乖離は女性では悪

性新生物，男性では心疾患と，新型コロナ感染症の原死因での乖離は最も大きいも

のとはなっていない．これに対し，死亡数で見ると第8波の乖離が第7波，第9波

よりも大きく，特に第8波では90歳以上割合の乖離が顕著に大きい．また，死因別

にはどの時期も新型コロナ感染症の乖離が最も大きいが，その影響が次第に低下す

る一方で，心疾患の乖離が上昇している．また，第8波では老衰の乖離が大きい．

本研究では，年次別・月次別の平均寿命及び死亡数の実績値と期待値を比較分析すると

いう手法を用い，これまで必ずしも十分に人口学的な評価が行われていなかった，新型コ

ロナ感染症が死亡動向に及ぼす詳細な影響評価を提示した．特に，月次別の要因分解など

を通じて，新型コロナ感染症の新規感染者が増加した第7波，第8波，第9波のそれぞれ

の時期における死亡動向への影響の違いを明らかにするとともに，総死亡数だけの観察に

よれば第8波の影響が第7，9波より大きいのに対して，死亡のタイミングを測定する平

均寿命での観察によると第7，9波の方がより深刻な影響を与えていることなどが示され，

一般的に用いられている「超過死亡」などの総死亡数の観察からは得られない，年齢構造

を人口学的に適切に考慮することによって初めて観察が可能となる死亡動向の特性が明ら

かとなった．

本研究で示した実績値と期待値の乖離に基づく分析は，これまでのトレンドを反映した

期待値と比較することで，実績値の動向だけからは得られない評価が可能となるとのメリッ

トがあるが，一方で，これらの結果は期待値の推計の基礎となるモデルに依存することに

注意が必要である．今後，実績値がこれまでとは異なる動向を示すことなどによって，基

礎となるモデルが変化した場合，評価結果も変動しうるものである．

また，月次別の死因モデリングでは，死因によっては年齢別死亡数の出現頻度が低い部

分などで実績値が大きく変動することなどにより，モデルの安定性が低くなる場合などが

ある．新たな実績値の動向等を踏まえつつ，より洗練されたモデリングを検討し，新型コ

ロナ感染症の影響評価を深化させていくことが今後の課題である．
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AnalysisoftheDifferencesbetweentheExpectedandActual
MortalityBasedontheExtendedMonthly-basedJapanese

MortalityDatabase

ISHIIFutoshi,BEPPUMotomi,SUGAKeitaandIWASAWAMiho

Inthisstudy,weestimatedtheexpectedlifetablesbasedonactualdataupto2019toevaluate

theeffectsofCOVID-19onmortalityafter2020.Wethenanalyzedthemortalitytrendsforall

causes,aswellasforspecificcausesofdeath,through2023,comparingyearlyandmonthly

differencesbetweenactualandexpectedvalues.

ThisstudypresentsadetailedevaluationoftheeffectsofCOVID-19onmortality,anareathat

hasnotbeensufficientlyexaminedindemography.Inparticular,weanalyzedthedifferential

impactsoftheseventh,eighth,andninthwavesofinfection,duringwhichnewcasesofCOVID-19

increasedsignificantly.Toachievethis,weusedadecompositionofmonthlylifeexpectancyby

agegroupandcauseofdeath.

Moreover,ourfindingsrevealthattheimpactwasgreaterduringtheseventhandninthwaves

thanduringtheeighthwavewhenanalyzedbylifeexpectancy.Incontrast,whenassessedbythe

totalnumberofdeaths,theimpactappearedgreaterduringtheeighthwave.

Theseresultshelpelucidatethecharacteristicsofmortalitytrendswhenappropriately

accountingforagestructure,anuancethatcannotbecapturedbysimplyobservingdeathcounts,

suchasthosereportedthroughcommonlyused・excessdeaths・measures.

Keywords:COVID-19,MortalityAnalysis,CauseofDeath,LifeTables,ExcessDeath


